
北朝鮮による日本人拉致問題の解決のための経済制裁の延長など

を求める意見書

北朝鮮は、昨年６月の日朝実務者協議において約束した拉致被害者の再調査

について、その後何ら動きを見せておらず、拉致問題は大きな進展がない状態

である。昨年10月に我が国の強い反対にもかかわらず、米国による北朝鮮のテ

ロ支援国家指定が解除されたことは、拉致問題の解決を切望する被害者家族等

関係者に深い失望をもたらした。

しかしながら、就任後初めての外国訪問として来日したヒラリー・クリント

ン米国国務長官は、北朝鮮による日本人拉致被害者の家族と面談し、拉致問題

について深い理解を示されている。また、去る３月11日、大韓航空機爆破事件

実行犯金賢姫元北朝鮮工作員と拉致被害者田口八重子さんの家族との面会が実

現した。これは、韓国の大統領が北朝鮮に対して強い態度で臨む李明博大統領

にかわったこともあるが、日本と同様に拉致被害者を多く抱える韓国に対し、

地道な外交努力を重ねた結果でもある。

したがって、拉致被害者を一日も早く救出するためには、引き続き経済制

裁を延長して圧力をかけ続けるとともに、米国や韓国をはじめ、国際社会に対

して強い支持と協力を求め、国際社会と連携して行動していくことが肝要であ

る。

よって、国におかれては、北朝鮮による日本人拉致問題の解決に向けて、下

記のとおり積極的な行動をとられるよう強く要望する。

記

１ 期限が本年４月13日に迫っている北朝鮮籍船舶の入港禁止措置及び北朝鮮

からのすべての品目の輸入禁止措置を引き続き継続すること。

２ 拉致被害者の生存情報など情報収集活動を一層強化すること。

３ 米国や韓国など国際社会と連携した活動を強化すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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